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１．背景と目的
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無形資産を巡る動き
企業の競争力が、有形資産から無形資産にシフトしている。

（出所）内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 / 経済産業省 経済産業政策局 令和４年３月 「非財務情報可視化研究会の検討状況」
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政府の動向
政府としても、無形資産が企業の競争力の源泉となっていることを踏まえ、無形資産に係る
様々な研究会を立ち上げてきた。
しかし、「研究開発」に特化した無形資産の研究はこれまで行われていない。そのため、企業の
競争力の源泉である「研究開発」から生み出される無形資産に注目して、その可視化に向けた
検討を進めることを目的に本研究会を立ち上げる。

非財務情報
可視化研究会

人的資本経営の実現に
向けた検討会

～人材版伊藤レポート
2.0～

バイオベンチャーと投資
家の対話促進研究会

～伊藤レポート2.0バイ
オメディカル産業版～

知財無形資産
ガイドライン

価値共創
ガイダンス

事務局 内閣官房
（新しい資本主義実現本
部事務局）

経産省
（産業人材課）

経産省
（生物化学産業課）

内閣府
（知財事務局）

経産省
（産業資金課）

概要 • 非財務情報を企業開示の
枠組みの中で可視化する
ことで、株主との意思疎通
の強化を図るべく、人的資
本など非財務情報について
の価値を評価する方法につ
いて検討を行い、企業経
営の参考となる指針をまと
める。

• 持続的な企業価値の向上
に向けて、経営戦略と連動
した人材戦略をどう実践す
るか議論。

• 「人的資本」の重要性を認
識するとともに、人的資本
経営という変革を、どう具体
化し、実践に移していくかを
主眼として、それに有用とな
るアイディアを提示する内容。

• 創薬型ベンチャーと投資家
の対話を促進する共通言
語の策定、新興市場の現
状と課題の提示を通じて、
上場後も含めた資金調達
環境の改善に向けた方向
性を提示。

• コーポレートガバナンスコード
改訂版（2021年6月公
表）に「知的財産への投
資等」の重要性が追記され
たことを受け改定。

• 企業が自由度を確保した
任意開示として、知財・無
形資産投資戦略を発信し
ていくことを促すためのガイド
ライン。

• 企業経営者が、投資家に
伝えるべき情報（経営理
念やビジネスモデル、戦略、
ガバナンス等）を体系的・
統合的に整理し、情報開
示や投資家との対話の質
を高めるための手引き。

研究開発
との関係

• 人材戦略と研究開発の結
びつきについて言及あり。

• 博士人材等の専門人材の
積極的な採用について言
及あり。

• 創薬型ベンチャーの価値は
短期の業績（売上/利
益）ではなく、技術/開発
品にあるとして、基盤となる
考え方の一つとして提示。

• 企業の研究開発投資の
“見える化”について、様々
な企業の先進的事例を紹
介し、投資家からの期待が
高まりつつある現状について
記載。

• 研究・専門人材への人的
資本投資、研究開発投資
の重要性について言及あり。
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２．本研究会で扱う無形資産の範囲
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（前提１）学問上の無形資産の定義
Corrado, Hultenらに加え、近年はHaskel, Westlakeも無形資産に着目し
学問的な分類が進められている

分類 特徴 投資の種類 生み出される知的財産

情報化資産

革新的資産

コンピュータへの情報入力という形での投資を
通じた資産

• 購入したソフトウェア
• 企業が開発したソフトウェア

伝統的なR&D（研究開発）に加え、科学技術に直
接頼らない他の製品やサービス開発も含まれる

• 店舗設計
• 飛行機のシート設計

石油探索、小説書き、それに伴う各種権利など、
他の創造や発見形態も含む

経済競争力
資産

イノベーションやコンピュータに直接は関わらない
他の投資

• 「ブランド名など企業固有の人的・創造的資源に
埋め込まれた知識」と定義

市場調査とブランディング

研修

組織変革・BPR

研究開発

鉱物資源探索

娯楽、芸術作品の創造

デザイン、その他製品開
発費用

ソフトウェア開発

データベース開発

その他

著作権、商標

特許、著作権、その他

特許、デザインIPR

特許、その他

著作権、デザインIPR

特許、デザインIPR、その他

特許、著作権、デザイン
IPR商標、その他

著作権、その他

（出所）Haskel, J, and S Westlake "Capitalism without Capital" (2017),  Corrado et al. (2005, 2009) を元に作成
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（前提２）財務情報としての（会計基準上の）無形資産
ー国内会計基準上の定義

国内では無形資産を対象とした包括的な会計基準は存在せず、企業会計原則や
財務諸表等規則では簡単な言及・定義に留まる。
実務においては、様々な権利等が無形資産の例として提示されている。

四 貸借対照表科目の分類 / (一)資産 / 
Ｂ 固定資産の分類及び内容

• 営業権、特許権、地上権、商標権等は、
無形固定資産に属するものとする。

企業会計原則（一部抜粋）

（無形固定資産の区分表示）
第二十八条 無形固定資産に属する資産は、
次に掲げる項目の区分に従い、当該資産を
示す名称を付した科目をもつて掲記しなけ
ればならない。

• 一 のれん
• 二 リース資産
• 三 公共施設等運営権
• 四 その他

財務諸表等規則（一部抜粋）

（出所）企業会計原則; 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則; 各種会計実務に係る記事やHPより作成

• 漁業権
• ダム使用権
• 水利権
• 特許権
• 実用新案権
• 意匠権
• 商標権
• ソフトウェア

– 複写して販売する
ための原本

– その他

• 育成者権
– 種苗法第4条2項に

規定する品種
– その他

• 営業権
• 専用側線利用権
• 鉄道軌道連絡通行施設

利用権
• 電気ガス供給施設利用権
• 熱供給施設利用券
• 水道施設利用券
• 工業用水道施設利用券
• 電気通信施設利用券

実務において言及されている「無形資産」の例
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（前提２）財務情報としての（会計基準上の）無形資産
ー国内会計基準等における「研究開発費」の扱い (1/2)

日本公認会計士協会から出ている実務指針において研究開発費は
「すべて発生時に費用として処理しなければならない」とあり、無形資産として扱うことは
原則認められていない

（出所）日本公認会計士協会「研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針」より作成

研究・開発の範囲
• 研究とは、「新しい知識の発見を目的とした計画的な調査及び探究」
• 開発とは、「新しい製品・サービス・生産方法(以下、「製品等」という。)についての計画若しくは設計又は

既存の製品等を著しく改良するための計画若しくは設計として、研究の成果その他の知識を具体化すること」

研究・開発に含まれる典型的な例
1. 従来にはない製品、サービスに関する発想を導き出すための調査・探究
2. 新しい知識の調査・探究の結果を受け、製品化又は業務化等を行うための活動
3. 従来の製品に比較して著しい違いを作り出す製造方法の具体化
4. 従来と異なる原材料の使用方法又は部品の製造方法の具体化
5. 既存の製品、部品に係る従来と異なる使用方法の具体化
6. 工具、治具、金型等について、従来と異なる使用方法の具体化
7. 新製品の試作品の設計・製作及び実験
8. 商業生産化するために行うパイロットプラントの設計、建設等の計画
9. 取得した特許を基にして販売可能な製品を製造するための技術的活動

研究開発費の会計処理及び表示等
• 研究開発費はすべて発生時に費用として処理しなければならない。（略）

研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針
（平成11年3月31日 平成23年3月29日改正）
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（前提２）財務情報としての（会計基準上の）無形資産
ー国内会計基準等における「研究開発費」の扱い (2/2)

一方で、企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針においては
企業結合時に例外的に研究開発費が無形資産として計上され得る場合が存在

（出所）企業会計基準委員会 「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」より作成

企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針
（平成25年9月13日改訂）

分離して譲渡可能な無形資産
• 59. (中略) ｢分離して譲渡可能な無形資産｣とは、受け

入れた資産を譲渡する意思が取得企業にあるか否かに
かかわらず、企業又は事業と独立して売買可能なもの
をいい、そのためには、当該無形資産の独立した価格
を合理的に算定できなければならない（第 367 項参
照）。

• 59-2. 特定の無形資産に着目して企業結合が行われた
場合など、企業結合の目的の１つが特定の無形資産の
受入れであり、その無形資産の金額が重要になると見
込まれる場合には、当該無形資産は分離して譲渡可能
なものとして取り扱う。したがって、このような場合
には、(中略) 当該無形資産を識別可能資産として、取
得原価を配分することとなる（第 367-2 項参照）。

（４）無形資産への取得原価の配分
• (中略)
• 367. 分離して譲渡可能な無形資産（第 59 項参照）であるか否かは、

対象となる無形資産の実態に基づいて判断すべきであるが、例え
ば、ソフトウェア、顧客リスト、特許で保護されていない技術、
データベース、研究開発活動の途中段階の成果（最終段階にある
ものに限らない。）等についても分離して譲渡可能なものがある
点に留意する。

• (中略)
• 367-3．企業結合により受け入れた研究開発の途中段階の成果につ
いて資産として識別した場合には、当該資産は企業のその後の使
用実態に基づき、有効期間にわたって償却処理されることとなる
が、その研究開発が完成するまでは、当該無形資産の有効期間は
開始しない点に留意する。

研究開発活動の成果（途中段階も含む）の受入れを目的に企業結合を行った場合は、
それは分離して譲渡可能な無形資産として取り扱う
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（前提２）財務情報としての（会計基準上の）無形資産
ー国際財務報告基準（IFRS）上の定義 (1/2)

国際財務報告基準（IFRS）においては、無形資産は「物理的実態のない識別可能な
非貨幣性資産」と定義され、これに合致し、かつ「認識規準」を満たす場合にのみ認識される

定義 認識規準
「資産」の定義

• 企業が支配し、かつ、将来の経済的便益が
企業に流入することが期待される資源

「無形資産」の定義
• 物理的実態のない識別可能な非貨幣性資産

①将来の経済的便益が流入する可能性が高い
および
②取得原価を信頼性をもって測定できる

①分離可能である
• 企業から分離又は分割でき、

売却、譲渡、ライセンス、
賃貸又は交換できる

もしくは
②契約やその他法的権利から生じている

（出所）IAS 38 無形資産; あずさ監査法人「IFRS基礎講座 IAS第38号『無形資産』」;  会計・監査ジャーナル No. 646 MAY 2009 「第11回 IAS第38号『無形資産』」; を元に作成

個別に取得、もしくは企業結合を通じ取得した
資産については基本的に、両方の規準を満たす
と考えられる

一方で、自身の企業活動等を通じたもの
（自己創設）については、一般的な判断が
困難であり、追加の規準が設けられている

• 自社における研究開発などが該当
次項にて詳細
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（前提２）財務情報としての（会計基準上の）無形資産
ー国際会計基準（IFRS）上の定義 (2/2)

国際財務報告基準（IFRS）において、「研究開発費」は条件に応じ無形資産として認識される
企業結合の一部として取得した場合は、前項の規準を満たすと考えられ取得原価を識別可能
資産として配分する。一方、自己創設された場合は「研究局面」の支出は発生時に費用認識し、
「開発局面」の支出は以下の認識要件を全て立証できる場合にのみ無形資産として認識される

（出所）IAS 38 無形資産; PwC Viewpoint – Japan "KeyWord09: 研究開発費" (2018年12月31日）; を元に作成

計上
方法

研究

発生時に費用処理をする
• (IAS 38-54, 55)

研究局面では、将来の経済的
便益を立証できないため、無形
資産として認識することはできない

開発

定義
(IAS 38-8)

研究とは、新規の科学的または技術的
な知識及び理解を得る目的で実施され
る基礎的及び計画的調査をいう。

開発とは、商業ベースの精算又は使用の開始前における、新規のまたは
大幅に改良された材料、装置、製品、工程、システムまたはサービスによる
生産のための計画又は設計への、研究成果又は他の知識の応用をいう。

以下のすべてを立証できる場合にのみ無形資産として認識する (IAS 38-57)
a. 使用又は売却に利用できるように無形資産を完成させることの技術上の

実行可能性
b. 無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図
c. 無形資産を使用又は売却できる能力
d. 無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法を立証

できること（無形資産による産出物の市場の存在、無形資産それ自体の市
場の存在、無形資産を内部で使用する予定である場合には、無形資産の
有用性、等）

e. 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために
必要となる、適切な技術上、財務上及びその他の資源の利用可能性

f. 開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性をもって測定できる能力
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（参考）現行の会計制度上の限界・課題
現行会計制度上では、自社の活動において無形資産を形成・取得した場合は、取得にかかった
コストに基づく算出・資産計上となるため、生み出す価値と比較し過小評価となる場合がある
一方、M&Aを通じ獲得した場合は、「買収価格から純資産を除した額」がのれんとして計上され、
研究開発を含めた獲得資産全体が生み出す価値への期待が上乗せされる（注：IFRSにおいて
は、無形資産の定義を満たす研究開発支出は取得原価ベースで資産計上される）
いずれの場合においても、個々の無形資産が生み出している価値に紐づける形での算出や計上
には会計制度上の限界があるため、本事業では会計以外の手法（非財務情報の提供等）を
通じた無形資産の可視化について検討する

（イメージ） ある技術に関する特許を獲得するために…

特許も含めた買収先の資産等が
生み出す価値への期待が上乗せ

無形資産の
取得原価 負債

その他資産
純資産

のれん

負債

その他資産
純資産

自社で研究開発を実施し獲得した場合 別途開発に成功し獲得した企業を買収した場合

無形資産の
取得原価

(買収による増加分) (買収による増加分)

IFRSでは、無形資産の
定義を満たせば企業結合
においても取得原価で計上

※図の大きさはイメージであり、実際の例などは反映していない
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（前提３）非財務情報としての無形資産
会計基準上では認識されない非財務情報としての無形資産（広義の無形資産）
として、人的資本、知的資本のようなものが存在。
こうした非財務情報としての無形資産に対する投資家からの期待が高まっている。これを受けて、
企業としても積極的に開示することで、企業価値の向上に努めている。

（出所）内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 / 経済産業省 経済産業政策局 令和４年３月 「非財務情報可視化研究会の検討状況」
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（参考）人的資本・知的資本等に関する開示事例 (1/2)

エーザイは、人的・知的資本等に係る非財務指標がPBRに与える影響を分析、開示

（出所）内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 / 経済産業省 経済産業政策局 令和４年３月 「非財務情報可視化研究会の検討状況」



（参考）人的資本・知的資本等に関する開示事例 (2/2)

ペプチドリームはイノベーションの源泉としての「中核人材の多様性」に関する指標を開示
特に研究開発活動と関連する指標としては、「博士号 (Ph.D.) 取得者比率が
掲げられている

*海外での研究・就労経験を有するもの（半年未満または留学を除く）
（出所）ペプチドリーム「サステナビリティレポート」2022を元に作成

「中核人材の多様性」について、4つの構成要素を設定

博士号 (Ph.D.) 取得者比率

女性マネージャー比率

外国人又は海外勤務経験者*比率

20代~30代比率

現状
(2021年)

目標
(2030年)

21/38人：55.2%

7/38人：18.4%

12/38人：31.5%

6/38人：15.8%

50%以上

30%以上

30%以上

30%以上

16



（前提４）大学における無形資産（「知」の価値）
大学等が受託・共同研究等を通して企業に「知」を提供するに際しては、当該の共同研究等に
おけるアウトプットにとどまらず、その「知」を創出するにあたり、それまでに大学や研究者が生み出し
た知財、技術、データ、ノウハウ、学術的知見、経験等の無形資産が活用されている。
これらの無形資産こそが大学の「知」を構成し、企業にとっての価値を生み出す源泉である。
そのため、これまで、文部科学省・経済産業省では、「産学官連携による共同研究強化のための
ガイドライン【追補版】」や「FAQ」において、産学連携における対価の計上方法として、研究の
「知」の価値付けを上乗せする手法を提示するなど、大学が「知」の貢献に対して適切な対価を
得ることの重要性や必要性を示してきたところ。
にもかかわらず、依然として、大学における無形資産（「知」の価値）は、金銭的価値の算出が
困難であることから、その貢献分が適切に評価されず、大学等がそれに見合う対価を企業から
得られていないケースが多い。

大学における「知」の蓄積
• 知財
• 技術
• データ
• ノウハウ
• 学術的知見・経験…

大企業等大学・研究機関等

「知」の価値を、金銭的価値で算出し
伝えることができていない場合が依然多い

「知」の貢献を適切に評価できず、
見合う対価を支払えていない

17
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本研究会で扱う範囲

財務情報、非財務情報の分類に関係なく、「企業価値の向上に資する資産のうち会計基準上の
有形資産に当てはまらないもの」を本研究会における無形資産の定義とする。
その上で、研究開発投資によって生み出される無形資産を、本研究会において重点的に
研究すべき対象とする。
あわせて、これまでの議論の蓄積を踏まえつつ、大学における無形資産（「知」の価値）の
範囲及び評価方法、企業への情報提供の在り方等について検討。

資産一般

企業価値向上に資する資産

本研究会における「無形資産」
(会計基準上の有形資産に当てはまらないもの)会計基準上の有形資産

研究開発投資によって生み出される無形資産
（重点研究対象）

（イメージ）
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３．本研究会の検討の進め方
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本研究会の位置づけ
優れた技術シーズをイノベーションにつなげる上で、機動的に社会実装を進める担い手としての
研究開発型スタートアップの育成や、大学等を中心とした産学官連携を進めることが重要。
そのような観点から、研究開発型スタートアップ及び大学等が生み出す無形資産の価値を
可視化するための検討を進める。

背景

検討
概要

研究開発型ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの無形資産の価値

• 研究開発型スタートアップは、成長の過程で、多額の
研究開発投資が必要。

• 一方、現行の会計基準では、研究開発投資は、
「費用」として処理され、どれだけ研究開発を行っても、
企業の競争力として「可視化」されない。

• 研究開発への積極性及び実績は、投融資を実行
するうえでの重要な評価項目となり得るが、「可視化」
されないために、投資家や金融機関等から適切な
評価を受けられていない。

大学等が提供する「知」の価値

• 大学等の「知」の創出には多大な労力や費用が
投じられており、産学官連携の成果への大学の「知」
の貢献分が適正に評価されることが必要。

• 近年、産学官連携は「コスト」ではなく、「価値」への
投資と捉えられるようになり、大学が、自らが提供する
「知」の価値への報酬を、自由に決める機会が増えて
いくと考えられる。

• このため、大学からは、「知」を価値付けするため、
実務面で単価・費用として算出する考え方が
求められている。

• 未上場の研究開発型スタートアップが、投資家や
金融機関等から適切な評価を受けられるように、
研究開発投資を含めた無形資産の価値の評価や
開示の在り方について検討。

• 大学が企業に提供する「知」の価値の可視化を
行うことで産学官連携の促進を図るため、「知」の
価値付けの評価・算出方法や、それを踏まえた
共同研究契約の在り方等について検討。
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本研究会の構成 – 研究会と２つのWGの関係

研究会では、全体の方針を確認しながら各WGでの論点を明らかにし、適宜報告を
受けながら「研究開発に係る無形資産価値の可視化」の方向性を検討、取りまとめる
各WGでは、「研究開発に係る無形資産」の扱いが重要となる研究開発型スタートアップ、
並びに大学のそれぞれにおける論点を詳細に検討し、具体的な施策を提言する

研究開発型スタートアップWG

• 研究開発型ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの無形資産
の価値に関する詳細論点の検討

• 具体的な施策の提言

大学WG

• 大学等が提供する「知」の価値に
関する詳細論点の検討

• 具体的な施策の提言

本会議

• 前提となる方針確認、論点整理
• 各WGからの報告を踏まえた方向性の検討、とりまとめ
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本研究会のスケジュール（案）

3月2月1月10月9月8月 11月 12月

スタートアップ
WG

大学
WG

本会議
#1

【第1回】無形資産の価値の可視化
に関する国内外の検討状況、課題、
検討の方向性・進め方

【第2回】
中間とりまとめ①

#2

【第3回】
中間とりまとめ②

#3

【第4回】
とりまとめ案（各WG
アウトプット案）提示

#4

【第1回】
「知」の価値付け
にかかる
先行事例紹介

#1 #2 #3 #4 #5

【第2回】
「知」の価値付け
にかかる
評価・算出方法

【第3回】
「知」の価値を
踏まえた
契約の在り方

【第4回】
CIPにおける
利益配分

【第5回】
とりまとめ案提示

#1 #2 #3 #4 #5

【第1回】
スタートアップ
とその投資家
(SU/VC×2～3者)

【第2回】
ヒアリング
(スタートアップ
×3者)

【第3回】
ヒアリング
(CVC/大企業/
支援機関×3者)

【第4回】
スタートアップが
有する無形資産の
評価等の在り方

【第5回】
とりまとめ案提示

具体日程は今後確定



研究開発型スタートアップ
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研究開発スタートアップWG - 研究開発型スタートアップを取り巻く現状

「世界と伍する研究開発型スタートアップの創出・成長が自律的に繰り返される」
エコシステムの構築に向けては、課題が多く残っている

起業前

起
業
後

シ
ー
ド
～
ミ
ド
ル

レ
イ
タ
ー
～Exit

主要な課題ステークホルダー間の関係性
支援者 (大企業/VC等)研究開発型スタートアップ大学・研究機関

• 人材の行き来が少なく、技術DDが
できる企業人材や投資家、事業化
ができる研究者が生まれていない

• スタートアップが、研究内容の
事業価値や、その実現に向けた
ファイナンス戦略が描けていない/
伝えられていない

• 支援者が、スタートアップを適切に評
価できていない

• スタートアップが、Exit戦略を
描けていない/伝えられていない

• 固有のハードル（のれん、赤字
上場、株主・LPへの説明等）
もあり研究開発型スタートアップの
Exit実績が少なく、敬遠されている

大企業 VC/CVC研究開発型スタートアップ大学・研究機関

人材流動性低

大企業 VC/CVC

研究開発型スタートアップ

事業価値検討・ファイナンス戦略
が不十分 / 伝わらず

技術・事業DDできず

大企業 VC/CVC

研究開発型スタートアップ
Exit戦略が不十分 / 伝わらず

固有ハードル（後述）もあり
Exitを敬遠 株主 LP

Exitが描けないため、
遡及的に手前での
投資・支援も敬遠

更に前提として、「ディープテックは新たなビジネスモデルの創出や地球規模の社会課題の解決に寄与する」
というビジョン・コンセンサスが欠如 24



研究開発スタートアップWG
ー研究開発型スタートアップを取り巻く現状（詳細 1/2）

シード～ミドルにかけては、スタートアップにおける事業価値の検討・ファイナンス戦略の
不足と、支援者側の技術・事業DDのケイパビリティ不足が主な課題

起業前

起
業
後

シ
ー
ド
～
ミ
ド
ル

レ
イ
タ
ー
～Exit

ステークホルダー間の関係性
支援者 (大企業/VC等)研究開発型スタートアップ

研究開発型スタートアップ
事業価値検討・ファイナンス戦略が不十分 / 伝わらず

技術・事業DDできず

大企業 VC/CVC

 研究開発型スタートアップを適切に
評価できていない

• 研究開発型スタートアップの特性を
踏まえたビジネスDD・技術DDができる
人材が少ない
– 通常のSUと比較して不確実性が

高く事業化期間も長い事業の評価
– 技術の優位性や価値、自社技術

とのシナジーの評価
• ※最終的にM&AでExitをするうえでの

懸念（次項）から、遡及的ににこの
段階での投資も敬遠

 研究開発型スタートアップを適切に
評価できていない

• 研究開発型スタートアップの特性を
踏まえたビジネスDD・技術DDができる
VCが少ない
– 通常のSUと比較して不確実性が

高く事業化期間も長い事業の評価
– 事業価値の実現に向け十分な

技術の優位性や価値があるか
• ※最終的にIPOでExitをするうえでの

懸念（次項）から、遡及的ににこの
段階での投資も敬遠

研究内容の事業価値、並びにその
実現に向けたファイナンス戦略が
描けていない/伝えられていない

• どのように技術・事業の価値を
伝えるべきかが分かっていない

• 事業化に向けたファイナンス戦略
が描けておらず、支援者に何を
求めたいかが不明瞭

25



研究開発スタートアップWG
ー研究開発型スタートアップを取り巻く現状（詳細 2/2）

レイター～Exitにかけては、Exit手段として研究開発型スタートアップがIPOする / をM&A
するうえでのハードルがあり敬遠されており、実績もまだ多くないことが課題

株主 LP

起業前

起
業
後

シ
ー
ド
～
ミ
ド
ル

レ
イ
タ
ー
～Exit

ステークホルダー間の関係性

IPOM&A

大企業 VC/CVC

研究開発型スタートアップ
Exit戦略が不十分 / 伝わらず

固有ハードルもありExitを敬遠

"研究開発型SUのM&Aを通じた事業
成長"の成功例が少なく、株主への
説明がしづらい要素もあり、選択肢と
して検討されづらい

• 買収時に計上する「のれん」の内訳が
不透明な場合、株主への説明が難し
い/減損リスクが存在

研究開発型SUは事業化・黒字化まで
の期間が長く、平均的な投資回収期間
(10年程度)に収まらず受け入れるLPも
少なく、投資対象として検討されづらい

• 赤字上場がしづらいことに加え、
セカンダリーマーケットもなく長期
投資のスキームが無い

最終的なExit戦略が描けていない
/伝えられていない

• 大企業によるM&Aに向けどのよう
な価値が提供できるかが描けてい
ない/伝えられていない

• IPOに向けた戦略が描けて
いない/伝えられていない

不透明なのれんの内容や
減損リスクを嫌う

中長期の回収期間を
受け入れるLPが少ない

支援者 (大企業/VC等)研究開発型スタートアップ

26



研究開発スタートアップWGー初期ヒアリングから見えてきている
研究開発型スタートアップを取り巻く現状（参考）

初期的に実施したヒアリングからは、各ステークホルダーの課題意識を通じ
「研究開発の価値」評価にとどまらず、研究開発型スタートアップを取り巻くエコシステムが
未だ成熟していないことが明らかに

 研究開発型事業に対する
ビジネスDD/技術DDができる
人材が不足している

 スタートアップが事業計画を
立て、実現していく過程をVCが
十分に支援できていない
• これを促進するための

コミュニケーションの型が
提示されると良い

VC/コンサル

 スタートアップ側の体制
（資本体制、経営体制）が
不十分と感じることが多い

 CVCでは自社とのシナジーも
 見るため、技術の中身を
評価したいが、現状うまくできて
いるところは少ないのではないか
• 現状では企業もスタート

アップもどのような情報交換
をすべきかが見えていない

大企業（CVC含む）

 研究開発型スタートアップは
儲からないという先入観がある
 

加えて、技術DDができる
人材が支援者側に少ない

 結果的に、資金調達の手段が
限られてしまっている
• 一般的なVCの投資対象

にはならない
• 赤字だとデットファイナンスも、

IPOも難しい

スタートアップ

 会計の問題ではなく、
ファイナンスの問題として
捉えるべき
• IFRSはじめとして制約、

限界がある
• 「価値を算出」するよりは、

「スタートアップが資金調達
する際はこのようなコミュニ
ケーションを取るべき」という
提言の方が効果があるはず

士業
（会計士・弁護士）スタートアップ支援者（投資家・コンサル等）
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エコシステム全体を通じて課題が存在するものの、研究開発型スタートアップの
成長においては起業後の対大企業・VC/CVCのコミュニケーションがボトルネックと
なっており、本研究会ではその点に絞って検討を進める

研究開発スタートアップWG - WGの主な検討範囲

起業前

起
業
後

シ
ー
ド
～
ミ
ド
ル

レ
イ
タ
ー
～Exit

主要な課題ステークホルダー間の関係性
支援者 (大企業/VC等)研究開発型スタートアップ大学・研究機関

• 人材の行き来が少なく、技術DDが
できる企業人材や投資家、事業化
ができる研究者が生まれていない

• スタートアップが、研究内容の
事業価値や、その実現に向けた
ファイナンス戦略が描けていない/
伝えられていない

• 支援者が、スタートアップを適切に評
価できていない

• スタートアップが、Exit戦略を
描けていない/伝えられていない

• 固有のハードル（のれん、赤字
上場、株主・LPへの説明等）
もあり研究開発型スタートアップの
Exit実績が少なく、敬遠されている

大企業 VC/CVC研究開発型スタートアップ大学・研究機関

人材流動性低

大企業 VC/CVC

研究開発型スタートアップ

事業価値検討・ファイナンス戦略
が不十分 / 伝わらず

技術・事業DDできず

大企業 VC/CVC

研究開発型スタートアップ
Exit戦略が不十分 / 伝わらず

固有ハードル（後述）もあり
Exitを敬遠 株主 LP

Exitが描けないため、
遡及的に手前での
投資・支援も敬遠

主要検討範囲
「研究開発型SUの「知の価値」の評価」

28



主要検討範囲

29

エコシステム全体の課題についても整理をしながら、特に起業後のフェーズにおける
『研究開発型SUの「知の価値」の評価』に関する論点を検討する
具体的には、スタートアップが支援者に対して伝えるべき情報、並びに支援者がスタート
アップについて理解すべき内容について有識者の知見も得ながら検討する

研究開発スタートアップWG - WGの主な検討範囲と想定される論点

A) 日本における研究開発型スタートアップの現状と課題の全体像は
どのようになっているのか？

B) 特に、起業後のフェーズにおける『研究開発型SUの「知の価値」の評価』における課題を
どのように解消していくべきか？
– スタートアップが支援者に対して伝えるべき情報と対話方法

（e.g. 技術の事業ポテンシャル、Exitも見据えた事業計画、等）
– 支援者が「研究開発型スタートアップ」について理解すべき内容

（e.g. 領域に応じた技術DDの重要性、一般的なSUとの比較、等）
– ※スタートアップのフェーズや事業領域に応じた特徴にも留意

C) 「B」の課題以外で、エコシステム全体を回していくためにどのような施策が
求められているか？
– 大企業・VC、スタートアップ、大学・研究機関の間の人材流動性
– 研究開発型スタートアップが目指すべき事業展開や上場等Exitの選択肢 等



『研究開発型SUの「知の価値」の評価』のあるべき姿（仮説） -
スタートアップが支援者に対して伝えるべき情報

スタートアップのステージ、領域に応じて、検討すべき・伝えるべき情報は一定異なる
（ヒアリングに基づく現時点仮説）

領域横断で
伝えるべき情報

• 研究内容にはどのような
事業ポテンシャルがあるのか？

• 既存の技術や事業に対し
どのような優位性があるのか？

• 関連特許はどの程度確保
できているのか？

– 特許が必要ではない場合、
それはなぜか？

• 事業ポテンシャルをどの程度
定量的に示せるか？

– 「確度」を表すPoCの進捗
– 「規模」を表す契約見込み

金額や対象市場規模

• Exit戦略はどのようなものか？
– 市場で勝ために、どのような

体制、資本、設備等が
必要か？

シード～アーリー ミドル レイター～Exit

 ※ステージごとの推移はあくまでも目安、技術や事業内容に応じ個別に検討する必要

領域に応じた
追加情報
(イメージ・

現時点仮説)

• 基礎となる論文・特許情報 等 • 臨床試験のフェーズ状況 等 • 承認申請・審査状況 等創薬

• 関連知財の整備状況 等 • 1機あたり限界収益試算 等 • 大量生産計画・連携先 等ﾊｰﾄﾞ
ｳｪｱ

• 活用データとその取得条件 等 • データ分析を通じた既存人月の
代替試算 等

• 競合の状況と潜在マーケット
規模 等

ﾋﾞｯｸﾞ
ﾃﾞｰﾀ
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『研究開発型SUの「知の価値」の評価』のあるべき姿（仮説） -
支援者が「研究開発型スタートアップ」について理解すべき内容

支援者が理解すべき情報も通常のスタートアップとは異なる（現時点仮説）

支援者が
理解すべき内容

事業ポテンシャルを正確に測る
ためには、支援者側にも技術DD
ができる人材が必要

• 技術と事業は表裏一体、事業
のみの評価は困難

領域に応じ、一般のSUと比べ
より大規模・長期でキャッシュが
必要

• 研究資源・人員
• ハードウェア投資 等

一般のSUと比べ事業の確立・黒
字化により長い期間が必要

• 通常VCが目指す「10年」
では足りないことが多い

領域横断で
伝えるべき情報

• 研究内容にはどのような
事業ポテンシャルがあるのか？

• 既存の技術や事業に対し
どのような優位性があるのか？

• 関連特許はどの程度確保
できているのか？

– 特許が必要ではない場合、
それはなぜか？

• 事業ポテンシャルをどの程度
定量的に示せるか？

– 「確度」を表すPoCの進捗
– 「規模」を表す契約見込み

金額や対象市場規模

• Exit戦略はどのようなものか？
– 市場で勝ために、どのような

体制、資本、設備等が
必要か？

シード～アーリー ミドル レイター～Exit

 ※ステージごとの推移はあくまでも目安、技術や事業内容に応じ個別に検討する必要

領域に応じた
追加情報
(イメージ・

現時点仮説)

• 基礎となる論文・特許情報 等 • 臨床試験のフェーズ状況 等 • 承認申請・審査状況 等創薬

• 関連知財の整備状況 等 • 1機あたり限界収益試算 等 • 大量生産計画・連携先 等ﾊｰﾄﾞ
ｳｪｱ

• 活用データとその取得条件 等 • データ分析を通じた既存人月の
代替試算 等

• 競合の状況と潜在マーケット
規模 等

ﾋﾞｯｸﾞ
ﾃﾞｰﾀ
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本WGを通じ、年度末に「研究開発型スタートアップにおける企業価値の評価手法及び
情報提供の在り方について(仮題)」を作成、公表する
上記の作成、公表に向け以下のスケジュールで進める

研究開発スタートアップWG - 研究会及びWGのアウトプットのイメージ案

【第1回】
ヒアリング
(スタートアップとその投資家×2～3者)

【第2回】
ヒアリング (スタートアップ×3者)

【第3回】
ヒアリング
(CVC/大企業/支援機関×3者)

【第4回】
スタートアップが有する無形資産の
評価や提供の在り方

【第5回】
とりまとめ案提示

9月

10月

11月

12月

1月

時期 (予定) 内容 (案)

スケジュール（案） アウトプットイメージ

「研究開発型スタートアップにおける企業価値の評価手法及
び情報提供の在り方について(仮題)」 目次（案）

1. 研究開発型スタートアップを取り巻く現状
– 市場概況
– 各ステークホルダーの状況
– 課題の全体像
– 課題解決の方向性（政府の各種施策の整理等）

2. 研究開発型スタートアップの「知の価値の評価」に関する
課題解決の方策
– スタートアップ側が支援者に対して伝えるべき情報と対

話方法
– 支援者側が理解すべき内容
– 提供すべき情報の種類
– 対話の仕方



大学
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大学WG – 本検討の方向性

 企業と大学等の産学連携の場においては、多くの場合、企業が資金を
提供し、大学等は教員等による知的貢献、いわば「知」を提供することとなる。
大学等における「知」の創出には多大な労力や費用が投じられているにもかか
わらず、金銭的価値の算出が困難であることから、その貢献分が適切に
評価されず、大学等がそれに見合う対価を得られていないケースが多い。

 経済産業省及び文部科学省では、これまで、「産学官連携による共同研究
強化のためのガイドライン【追補版】」や「FAQ」において、産学連携における
対価の計上方法として、コスト積み上げ式ではなく、研究の「知」の価値付け
を上乗せする手法（タイムチャージ方式、成功報酬型、戦略的産学連携
経費の獲得等）を提示するなど、大学が「知」の貢献に対して適切な
対価を得ることの重要性や必要性を示してきた。

 しかし、大学等からは、企業との交渉や契約に際し、より具体的な「知」の
価値の算出根拠や、獲得した対価の使途（間接コスト等の繰り越しの
可否等）についての整理等を求める声が上がっている。また、企業との
契約においても、「知」の価値の対価の妥当性やその使途の明確化が重要
となることから、産学官連携ガイドライン追補版で提示した考え方の深掘り
を行い、何らかの指針を示すことを目指す。

背景 あるべき姿/現状の課題
 （あるべき姿）
 産学連携の場において、大学の「知」の価値
が適切に評価された水準での連携が、企業も
納得する形で、かつ大学現場も自信･根拠を
もって推進できる形で実施されている

• それを通じ、大学が「大学経営」に資する
原資を入手することで、産学連携の促進と
大学経営基盤の改善の好循環が
生まれている

 （現状）
 多くの産学連携において、大学観点では大学
の「知」の価値が評価されず、企業観点では
特に間接コストの扱いが不透明に感じられて
いるが、現状を打破する方法論や値付けの
根拠を大学現場が持ち合わせていない

• その結果、産学連携の規模は限定的と
なり、大学の経営基盤を支えるために必要
な原資が得られていない
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大学WG – 本WGで議論する論点のスコープ

本WGでは、多岐にわたる産学連携の課題のうち、「プロセス」の問題に焦点を当てたい
但し、必要に応じて、ビジョン/意識や、研究内容、大学の体制 等、産学連携に関する
他の課題も視野に入れながら議論を進めていきたい

 産学連携の場において、
大学の「知」の価値が
適切に評価された水準
での連携が、企業も納得
する形で、かつ大学現場も
自信･根拠をもって推進
できる形で実施されている

• それを通じ、大学が
「大学経営」に資する
原資を入手することで、
産学連携の促進と
大学経営基盤の
改善の好循環が
生まれている

あるべき姿（再掲）

（出所）内閣府資料①、内閣府資料②、内閣府資料③、NISTEP調査、産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン等をもとに作成

• 大学の研究内容が市場/企業のニーズと合致していない
• 共同研究等が「事業化」という観点では、成果をあげる段階に至っていない
• 企業が連携したい研究テーマに取組む研究者が見当たらない 等

「研究内容」
に関する問題

大学の「体制」
に関する問題

• コーディネータをはじめ、産学官連携を推進する専門人材の配置が不十分
• 研究者の産学連携に取組みへの積極的評価・処遇の向上ができていない
• 大学等における事務手続きの簡素化が不十分 等

前提となる
「ビジョン/意識」
の問題

• 大学が社会変革を牽引しようという動きがまだ一部に留まっている
• 大学が持続可能な成長を実現する「経営体」に進化していない
• 研究者のほとんどが産学連携に興味・関心がない 等

産学連携の
「プロセス」
に関する問題

• 従来の「コスト積上げ」の考え方では、大学の保持する「知」の価値や、「大学の
マネジメント」に対する価値が、産学連携の契約に十分に反映されない

• 大学と企業のコミュニケーションが不足しているため、双方が相手方の実情を
十分に理解できていない
– 大学側は、企業の「スピード感」「利益感覚」等の理解が不十分
– 企業側は、「大学との調整・交渉」や「大学の研究シーズの理解」等に課題

• 研究成果の適切な進捗・成果管理やマネジメントを行えていない 等

本WGでは
「プロセス」に焦点
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大学WG – 産学連携プロセスの課題を踏まえた、WGの主な検討範囲

産学連携のプロセスにおける「知」の価値に関するあるべき姿と現状を整理すると、
①「知」の価値付けの方法、②大学が企業等に情報提供するべき情報、③得られた
原資の繰越しの方法の3点を整理することが、WGの主な検討範囲になるのではないか。

あるべき姿 (産学官連携ガイドラインを参照)

産学連携のあるべき姿/現状の課題

 一定の規則の元で得られた原資が繰越・積立され、
中長期的な大学の経営に有効に活用されている

大学ごとに契約実務のルールが明確で、例外対応
のノウハウも共有知となっている

産学連携のプロセス

産学間での交渉/
研究・調査の計画策定

生み出された「原資」の活用

創出した価値の可視化/活用

「知」の価値付け

大学のマネジメントに対する支出

契約
(契約書の作成/締結)

研究・調査等の実施
(進捗モニタリング/マネジメント)

 大学と企業が対話し、ビジョンをすり合わせることで、
価値を共創する「パートナー」になっている

大学・企業の双方に、熱意と責任を持った責任者
がおり、連携を一元的にマネジメントできている

 コスト積上げのみならず、「知」の価値付けが (主に
人件費/タイムチャージを通じ) 適切になされており、
その根拠もしくは方法論が明らかになっている

大学全体の運営も含め、各種の間接コストが適切
に計上/使途が説明され、企業も納得している

産学連携の
ビジョンやゴールの設定

現状の課題

 繰越しできる制度は存在するものの、大学の現場
での運用面には課題がある場合がある

 同じ大学内でも研究者によって契約実務の認識が
異なる部分があり、一枚岩での対応になっていない
場合がある

大学の研究室と企業の各部署の個別の連携に
留まっており、「アウトソース」のような関係も多い

大学・企業の双方に責任者がおらず、一貫した
連携のマネジメントが困難な場合がある

 コスト積み上げ以上の「知」の値付けをする際に、
人件費のタイムチャージレートを上げる根拠や方法
が十分に整備されておらず、それ以外の事例も僅少

間接コストの使途が当該プロジェクトに限られ、また
対外的な説明が不十分なため、企業が不透明に
感じている事例も存在

 創出された知財について、価値を可視化し、活用に
結びつけることができていない場合がある

共同研究/受託研究等で創出された知財の価値
が評価され、事業化等に活用できている

深堀り
ポイント❶

深堀り
ポイント❷

深堀り
ポイント❸

契約
(契約書の作成/締結)



（参考）既存のガイドラインにおける整理

「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】」では、現状の「コスト
積み上げ」方式では、「知」の価値を考慮した価値付けが難しいことが指摘されている。
今後、「知」の価値を考慮した契約にしていくにあたっては、研究者/研究成果の価値、
及び研究マネジメントの価値の観点を織り込むことが重要である。

37（出所）産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】



（参考）産学官連携ガイドライン【追補版】 の目次

大学向け 企業向け

38

現在の「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】」の目次は
以下の通りであり、大学と企業それぞれに向けた処方箋を示している。
※詳細はガイドライン本文を参照のこと

（出所）産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】



大学WG – 課題の構造と打ち手仮説：①「知」の価値付け

「知」の価値付けに関する現状の課題は、「知」の価値を上乗せして計上している事例は
あるものの、方法論が整理されておらず、十分に浸透していないこと。
改善に向けては、①単価設定の「根拠」や②包括契約の実現に向けた方法論を整理
し周知すること等が有効ではないか。尚、周知の際には文部科学省の巻き込みも重要。

課題の構造 打ち手の仮説
 ボトムアップ：単価設定の「根拠」を整理して示してはどうか

• タイムチャージにおける単価設定の場合、複数項目で研究者を
評価する方式 (ポイント制) を導入するのはどうか

– 某大学の担当者 「大学でさえ20項目で評価しているので、
実績などに基づいた研究者の評価も可能なのではないか」

• そのほか、成功報酬型など、タイムチャージによらないものは、
先行事例に基づいて、方法を一般化してはどうか

– 先行事例収集の場として、産学連携等の担当者が集う
会議を活用することも一案

トップダウン：包括契約の実現に向けた方法論を整理・周知
• 個別契約であれば項目ごとに説明責任が発生するところ、包括

契約であれば「～というビジョン実現のために」で説明できてしまう
ので、多様な費用を含めることができる

• 現状、東京大学×ダイキン等、成功事例は少数に留まるものの、
こうした事例を基に型化し、周知することは必要ではないか

– 実施にあたっては、入り口でビジョンさえ設定できれば、
ステージゲート制で運営管理はできるのではないか 等

周知の際、文科省から経産省のガイドライン等を参照すべきと通達を
出さないと大学内部に浸透せず、実効性に欠ける点に留意

A
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：大学/企業の意識
：方法論・仕組み
：法制度

論点①：「知」の価値付け

【前提】
ガイドラインにも、「実費弁償 (年収/労働時間) 」以外に、「知的
貢献への評価」を反映した単価設定が「可能である」ことは記載
現状も、「知」の価値を上乗せする実践例は少数ながら存在

• 例１：包括契約（東大・ダイキン）などでトップダウンで
目標だけ決めて走りながらお金を使っていくもの

• 例２： 個別の大学の工夫で「タイムチャージ」を行うことで
＋αの値付けができているもの

【課題】
一方で、「基準を設定する」という段階で大学内での合意形成が
難しく、ガイドラインで整理した「知」の価値付けの方法の実践は
十分には広がっていない

• 本来、大学独自の基準があり、それに基づいて請求し、企業
側がそれに合意していれば、問題ないが、「利益相反」に
なってしまうのでは、という懸念が大学側にある

• 方法論が整理されていないため、企業が納得いく説明を実施
できる形で単価設定をすることが難しい



（参考）英国ケンブリッジ大学の事例

（出所） University of Cambridge enterprise HP

ケンブリッジ大学では、研究者が企業にコンサルティング等を実施する際のタイムチャージ
のレートを大学のHPでガイドラインとして公開している。
※教授等は£1,250/日(約20万円/日)
※ポストク・博士課程生は£600-800/日(約10-13万円/日)

勿論、物価等が異なるためフィー水準は参考値だが、大学として研究者のもつ「知」の
価値の水準を公表する、という考え方/方法自体は参考になるのではないか。

University of Cambridge enterprise HPの記載（抜粋）
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論点①：「知」の価値付け



（参考）英国エディンバラ大学の事例

（出所） Edinburgh Innovations HP

英国エディンバラ大学では、大学本部主体で「知」の価値付けのマネジメントをしている。
– 教授のフィーは大学の組織(Edinburgh Innovations)が決めたガイドラインに

沿うことが原則であり、フィーを交渉する場合もEIが担当するのが原則
– 教授個人が企業と交渉する際は、最終的にEIの認可が必要とすることで、「知」の

価値に見合わない価格での契約を防いでいる
同様に、日本の大学でも、個々の研究者が交渉するのではなく、大学として組織的に
「知」の価値付けに取り組むことが必要なのではないか。

Edinburgh Innovations HPの記載
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論点①：「知」の価値付け



（参考）国内大学における「知」の価値付けの事例

「産学官連携ガイドライン【追補版】」では、研究者の「知」を価値付け、契約において
計上している国内大学の事例を紹介している。（研究者の人件費を直接コストに計上
する、「研究者エフォート相当額」や「研究担当教員充当経費」を設定する等）
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論点①：「知」の価値付け

（出所）産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】



大学WG – 課題の構造と打ち手仮説：②大学のマネジメントへの支出

現状、企業が「間接コスト」について使途等が不明確だと感じ、支払いに納得していない
場合があるため、今後、企業への情報提供の必要性や方法論を検討する必要がある。
現在の「間接コスト」には当該契約に関連するもののみが含まれていることも多く、大学
全体の運営に関するものも含められるような方法や説明の仕方を整理することが重要。

課題の構造 打ち手の仮説
 企業が間接コストを支払うことに納得していない場合がある

• 間接コストの使途が明確でなく、大学が企業に対して説明責任
を果たし切れていない場合がある

– 大学が間接コストを説明することの必要性を感じていない。
– 大学が間接コストの使途を細かく把握できていないため、

情報提供しようと思ってもできない

間接コストの使途を算出/情報提供することの重要性を周知

所謂「戦略的産学連携経費」における使途/説明の方法を整理
• 特別なマネジメントが必要な共同研究におけるコスト：

クリエイティブマネージャーやURA、事務によるマネジメント
• 持続的な産学連携活動に必要なコスト：

知的財産や施設の維持管理・投資に関わるコスト
情報セキュリティ・図書資料関連のコスト

• 企業との連携に必要だが１つの契約に按分が難しいコスト等

A

 大学が間接コストの使途を算出/企業へ情報提供する方法を整理
• 間接コストは大学の基盤的な財源であるという性質を踏まえると、

大学全体での使途情報提供に留めるのがベターか
• 東工大の事例：大学全体の間接経費の使途を算出・提供
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現状の「間接コスト」は、当該プロジェクトに関連した使途に限定され
ることが多く、大学全体の運営に関するものの計上が難しい場合があ
る

• ガイドラインでは、「戦略的産学連携経費」として、従来の「間接
経費」とは別立てにする整理

B
大学全体の運営に関わる経費も、受託・共同研究おいて企業との
契約で計上可能であることを改めて周知

論点②：大学のマネジメントに対する支出

：大学/企業の意識
：方法論・仕組み
：法制度



（参考）「間接コスト」「間接経費」「戦略的産学連携経費」の関係

本研究会では、「間接コスト」「間接経費」「戦略的産学連携経費」の各用語を、
以下のように整理してはどうか。
– 間接経費：「直接経費」と同様、個別の共同・受託研究を実施するために必要な費用
– 戦略的産学連携経費：産学連携活動の発展等に向けた将来的な投資/リスク補完の

ための費用（個別の研究の実施に必要な費用以外）
– 間接コスト：上記の「間接経費」と「戦略的産学連携経費」を合わせたもの

論点②：大学のマネジメントに対する支出
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間
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「戦略的産学連携経費」の例
• 特別なマネジメントが必要な共同研究におけるコスト：

クリエイティブマネージャーやURA、事務によるマネジメント
• 持続的な産学連携活動に必要なコスト：

知的財産や施設の維持管理・投資に関わるコスト
情報セキュリティ・図書資料関連のコスト

• 企業との連携に必要だが１つの契約に按分が難しいコスト 等

（出所）産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン「ガイドラインを理解するためのFAQ」をもとに作成



（参考）米国の大学における間接コスト（Overhead / Indirect Cost）
米国大学の受託研究（Sponsored Research）では、間接コスト（Overhead / Indirect 
Cost）には、契約当該の研究に関係した支出のみならず、「大学全体の管理コスト（General 
/ Departmental  Administrative Cost等）」に関する支出も含んでいると説明した上
で、On Campusの場合、直接経費比率50%程度を請求することが一般的である。
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（脚注）1. その他、研究種類・実施場所によって異なるRateを設定 (26%～69.9%) , 2. Animal Careの場合のみ 75%
（出所）Indirect Costs (Harvard), Indirect Costs - Policy for the Application of Indirect Costs to Sponsored Awards (Harvard), F&A Costs Rate (Yale), The ABCs of Sponsored Projects (Yale), F&A Cost 
Rates Table (Stanford), Indirect Costs (Stanford), Facilities and Administrative (F&A) Rate (MIT), A Primer on Indirect Costs and Why They Are Important to MIT, Facilities and Administrative (F&A) 
Rate (Princeton)

大学名 間接コストの使途（太字：大学全体の管理コスト） 間接コスト比率

ハーバード大学

イェール大学

Physical space, Utilities, Libraries, Hazardous, Waste disposal, 
Security, Mandatory Compliance functions, Administration 
(Grant management, Procurement, Human resources, etc.)

Depreciation, Use of buildings and equipment,
Interest on debt, Operation & maintenance cost,
Central administrative offices, Financial management, 
General counsel, Management information systems,
Departmental adm., Sponsored-projects adm., 
Student adm. & services

• On Campus: 69%
• Off Campus: 26%
• Other Sponsored Activities: 34%

• Organized Research1

– On-Campus: 67%
– Off-Campus: 26%

• Instruction
– On-Campus : 69%
– Off-Campus: 26%

スタンフォード大学
Facilities, Utilities, Libraries, Administration, Student services • Organized Research: 57%

• Sponsored Instruction: 35%
• Other Sponsored Activity: 35% 2

MIT Operations and maintenance, Equipment, Utilities, Buildings, 
Libraries, General adm., Departmental adm., Faculty adm.

• 一律で54.7%

プリンストン大学

Component, Building Depreciation, Equipment Depreciation, 
Plant operation and maintenance, Interest Expense, Library
Component, General adm., Departmental adm.,
Sponsored Projects adm.

• On campus: 62%
– Facilities: 36%
– Administrative: 26%

• Off campus: 26%
– Administrative: 26%

論点②：大学のマネジメントに対する支出



（参考）国内大学における「間接コスト」の説明事例

「産学官連携ガイドライン【追補版】」では、間接コスト（間接経費や戦略的産学連携
経費）に関する情報提供に関して、詳細な項目ごとに算出し「見える化」を進めた事例
や、財務諸表を用いた間接経費の算出を行った事例等を紹介している。

46

論点②：大学のマネジメントに対する支出

（出所）産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】



（参考）国内大学における「大学のマネジメントに対する支出」の計上事例

「産学官連携ガイドライン【追補版】」では、「大学のマネジメントに対する支出」を産学連
携で計上した事例として、「戦略的産学連携経費」を設定した大学を紹介している。
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論点②：大学のマネジメントに対する支出

（出所）産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】



大学WG – 課題の構造と打ち手仮説：③生み出された「原資」の活用

「収益」を得てはいけないとの誤解に基づき、産学連携で得られた「原資」を契約期間後
も利用しようとしない場合があり、現行制度を整理し周知することが必要。
また、得られた原資を、契約期限以降も繰越し、大学の中長期的な経営に活かすため
の方法論についても、現状の課題理解を含め、更なる検討が必要。

課題の構造 打ち手の仮説
 現状のガイドラインの趣旨が十分周知されておらず、産学連携で
得られた収益を大学全体の運営に活かそうとしない場合もある

• そのため、「利益」＝「説明責任のつかない資金」であり、
「利益相反マネジメントポリシー」に抵触すると誤解してしまう

• また、共同研究のためにもらった資金を、契約期間後に利用して
はいけないのでは、という誤解も存在

 契約内容を遵守している限り、期間後の活用も可能である、という
観点から以下のような点を整理し再度周知

• 約束された成果物等が納品されており、実費精算が必要なもの
が完了しているならば、それ以外の費用は間接コストとして大学側
の収益とし、大学全体の運営の原資として活かしてよい

• 同様に、契約に明記していれば、契約期間後も利用できる

現状、産学連携等で得た収益を繰り越しできる制度は存在
• 国立大学では、費用の節減・収益の増の結果として得られた

「収益」は、「目的積立金」として繰越すことができる
– 原則、中期目標期間（6年）で使用するが、申請・承認に

より、「前中期目標期間繰越積立金」としてさらに繰越せる
• 私立大学では、「基本金」を活用すれば、繰越し可能
• 使途が明確な寄附金は「負債」として繰越すことも可能

ただし、制度は存在するにもかかわらず、実際には繰り越しに積極的
ではない大学も存在し、運用上、問題がある可能性もある

現状の制度で可能なこと/不可能なことを整理して周知
• 「目的積立金」として繰越すことができる資金の範囲 等

戦略的産学連携経費を繰越して、中長期的な大学運営に活かす
場合の企業への説明の仕方を整理

また、制度の運用上、大学にとって不安/懸念になっていることを
明らかにし、懸念を払拭するための整理を行って周知

• 「目的積立金」をまだ積極的に活用できていない大学では、
どのような点が課題になっているのか

A

B

：大学/企業の意識
：方法論・仕組み
：法制度
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論点③：生み出された「原資」の活用



（参考）国立大学法人の収益事業に対する文科省の見解

（出所）文部科学省HP

文部科学省は、国立大学法人が国立大学法人法に規定される業務と離れて、収益を
目的とした別の業務としての「収益事業」を実施することは出来ないが、国立大学法人
法に規定される範囲内の業務（産学連携を含む）を行う中で、受益者に対し費用の
負担を求め、結果として、収益を得ることは否定されていないとの考え方を出している。

国立大学法人の業務運営に関するFAQの記載
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論点③：生み出された「原資」の活用

Q26．国立大学法人は収益を伴う事業は行えないのか。
一定の留意のもと可能です。 国立大学法人等は、国立大学等を設置し、教育研究活動を行うことを目的とした法人であり、かつそ
の運営に係る経費として国立大学法人運営費交付金が措置されていることから、「収益事業」を実施することはできません。ただ、こ
れは、国立大学法人法に規定される業務と離れて、直接の収益を目的とした別の業務を行うことができないという 趣旨であって、国
立大学法人法に規定された業務を行う中で、受益者に対し費用の負担を求め、結果として、収益を伴うことまでを否定するもので
はありません。どのような取組が業務の範囲内に当たるかどうかについて一律に定めることは難しいですが、基本的には、
・その取組を行うことが、教育研究活動上必要である、又はその取組を行うことが教育研 究活動の活性化、効果の最大化に寄与
する
・大学等の教育研究活動の成果の普及・活用促進を目的としている
・大学等の広報、教職員等の福利厚生、法人の資産の有効活用等を目的とした、法人の内部管理業務と考えられる取組である
などの場合には、業務の範囲内の取組であるとされます。各国立大学法人等においては、実施しようとする取組について、当該取組
をどのような理由により実施し、また、国立大学法人法の業務に関するいずれの規定に基づくものと整理するのかにつき、検討を行い、
社会的な説明責任を果たすこと等が求められます。（具体的なケースについては Q27～Q30）
なお、上記の考え方については、「国立大学法人等が実施することのできる「収益を伴う事業」の考え方について」（平成２８年３
月３１日付事務連絡。文部科学省高等教育局 国立大学法人支援課・研究振興局学術機関課）においてお示ししています。



（参考）現状の「目的積立金」制度

（出所）文部科学省HP

文部科学省によれば、国立大学法人において費用の節減・収益の増の結果として得
られた「収益」は、「目的積立金」として繰越すことができ、中期計画に定める「剰余金
の使途」の範囲で使用することができる。
ただし、目的積立金を中期目標期間（６年）を超えて繰越す場合には、繰越申請に
おいて、中期目標期間を超えて使用する合理的な理由を説明した上で承認を受ける
ことが必要となる。

国立大学法人の業務運営に関するFAQ (文部科学省)
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Q5. 目的積立金は認められないのか。
[中略] 目的積立金は、当期総利益と次年度以降使途が決まっていない現金のいずれか低い方で算出しており、その金額
から減額されたことはなく、申請した金額が全額承認されています。目的積立金は、国立大学法人等が一定のインセンティブ
のもとで弾力的かつ効果的・効率的な業務運営を行える仕組みとして認められた制度です。利益は利益として出した上で、そ
れが費用の節減、収益の増の結果であることについて説明してください。

Q7．目的積立金の使途は、あらかじめ特定の事業に使うといった定め方をしなければならないのか。
目的積立金の定め方については、中期計画の「剰余金の使途」の範囲内であればよく、各法人に委ねられています [後略]

Q8．目的積立金の執行残は、中期目標期間（６年）終了時に国庫納付しなければいけないのか。
目的積立金のまま繰り越すことができませんが、繰越申請し、承認を受ければ前中期目標期間繰越積立金として次期中期
目標期間に繰り越すことができます。なお、病院再整備やキャンパス整備といった大型プロジェクト以外でも中期目標期間を越
えて使用することに合理的な理由がある場合は、繰越しが認められます [後略]

論点③：生み出された「原資」の活用



（参考）国立大学法人における「使途特定寄附金」の会計処理

（出所）文部科学省HP; 会計検査院HP

文部科学省によれば、国立大学法人においては、使途が特定された寄附金は「寄附金
債務」として負債計上することになっている。したがって、使途特定寄附金は受領時には
「収益」に計上されず、負債として翌年度以降に繰り越されることとなる。

国立大学法人に特徴的な会計の取り扱いについて
(文部科学省)

論点③：生み出された「原資」の活用
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（国立大学法人会計基準における寄附金の取扱い）
国立大学法人が受け入れた寄附金については、国立大学法人に適用される国立大学法人会計基準（平成
１６年文部科学省告示第３７号）及び国立大学法人会計基準注解（平成１５年３月５日国立大学
法人会計基準等検討会議報告）により、寄附者がその使途を特定した場合等は、国立大学法人は寄附
金をその使途に充てなければならないという責務を負っているものと考えられることから、寄附金を受領した時
点では寄附金債務として負債に計上することとされている。
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本WGを通じ、年度末に「産学官連携において大学等が提供する「知」の価値に係る
整理(仮題)」を作成、公表する。
上記の作成、公表に向け以下のスケジュールで進める。

大学WG - 研究会及びWGのアウトプットのイメージ案

【第1回】
「知」の価値付けにかかる先行事例紹介

【第2回】
「知」の価値付けにかかる評価・算出方法

【第3回】
「知」の価値を踏まえた契約の在り方

【第4回】
その他論点の議論 (例: CIPにおける利益配分)

【第5回】
とりまとめ案提示

9月

10月

11月

12月

1月

時期 (予定) 内容 (案)

スケジュール（案） アウトプットイメージ

「産学官連携において大学等が提供する「知」の価値に係る
整理(仮題)」 目次（案）

1. 産学間での交渉/研究・調査の計画策定
– 「知」の価値付け

– タイムチャージの時間単価について
– 成果報酬や包括的産学連携について

– 大学のマネジメントに対する支出
– 間接コストの情報提供について
– 戦略的産学連携経費等について

2. 大学が得た収益の扱い
– 産学官連携で得た収益の扱い
– 間接コストの繰越のあり方
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４．本日、ご議論いただきたいこと
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検討の背景・目的、それを踏まえた検討内容と今後の進め方は妥当か

研究会全体

3月2月1月10月9月8月 11月 12月

スタートアップ
WG

大学
WG

本会議
#1

【第1回】無形資産の価値の可視化
に関する国内外の検討状況、課題、
検討の方向性・進め方

【第2回】
中間とりまとめ①

#2

【第3回】
中間とりまとめ②

#3

【第4回】
とりまとめ案（各WG
アウトプット案）提示

#4

【第1回】
「知」の価値付け
にかかる
先行事例紹介

#1 #2 #3 #4 #5

【第2回】
「知」の価値付け
にかかる
評価・算出方法

【第3回】
「知」の価値を
踏まえた
契約の在り方

【第4回】
CIPにおける
利益配分

【第5回】
とりまとめ案提示

#1 #2 #3 #4 #5

【第1回】
スタートアップ
とその投資家
(SU/VC×2～3者)

【第2回】
ヒアリング
(スタートアップ
×3者)

【第3回】
ヒアリング
(CVC/大企業/
支援機関×3者)

【第4回】
スタートアップが
有する無形資産の
評価等の在り方

【第5回】
とりまとめ案提示

現時点の仮案、
今後変更可能性あり
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スタートアップWGで扱う論点は、本研究会の目的に沿った研究開発型スタートアップの
課題について検討するという点で妥当か。
研究開発型スタートアップを取り巻く現状、課題について、重要なポイントは捉えきれているか。
スタートアップWGで想定しているアウトプットは、本研究会で扱う研究開発型スタートアップ
の課題を解決していく上で有効か。

スタートアップWG

主要検討範囲

A) 日本における研究開発型スタートアップの現状と課題の全
体像はどのようになっているのか？

B) 特に、起業後のフェーズにおける『研究開発型SUの
「知の価値」の評価』における課題をどのように解消して
いくべきか？
– スタートアップが支援者に対して伝えるべき情報と

対話方法
– 支援者が「研究開発型スタートアップ」について

理解すべき内容

C) 「B」の課題以外で、エコシステム全体を回していくためにどの
ような施策が求められているか？

アウトプットイメージ

「研究開発型スタートアップにおける企業価値の評価手法及び
情報提供の在り方について(仮題)」 目次（案）
1. 研究開発型スタートアップを取り巻く現状

– 市場概況
– 各ステークホルダーの状況
– 課題の全体像
– 課題解決の方向性（政府の各種施策の整理等）

2. 研究開発型スタートアップの「知の価値の評価」に関する
課題解決の方策
– スタートアップ側が支援者に対して伝えるべき情報と対

話方法
– 支援者側が理解すべき内容
– 提供すべき情報の種類
– 対話の仕方

検討範囲及び論点（再掲）
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大学WGで扱う議論の範囲及び論点は、本研究会の目的に照らして妥当か。
大学WGでの想定アウトプットは、産学連携における課題を解決していく上で有効か。

大学WG

アウトプットイメージ（再掲）

「産学官連携において大学等が提供する「知」の価値に係る
整理(仮題)」 目次（案）

1. 産学間での交渉/研究・調査の計画策定
– 「知」の価値付け

– タイムチャージの時間単価について
– 成果報酬や包括的産学連携について

– 大学のマネジメントに対する支出
– 間接コストの情報提供について
– 戦略的産学連携経費等について

2. 大学が得た収益の扱い
– 産学官連携で得た収益の扱い
– 間接コストの繰越のあり方

検討範囲及び論点

A) どのようにして大学のもつ「知」を価値付けすればよいのか。

B) 企業が「大学のマネジメント」に対しても納得した形で支出
するためには、大学はどのように企業に対して情報提供を
すればよいのか。

C) 大学が共同研究等で得た収益を繰越す際に課題となる
ことはなにか。
– また、それらの課題はどのようにして解決すればよいか。


